
令 和 元 年 度 

総務常任委員会 行政視察報告書 

 

【視察先】 福岡県久留米市城南町１５番地３（市役所庁舎） 

【視察日時】 令和元年１１月７日 １０時００分～１１時３０分 

【視察内容】 移住・定住促進・移住コンジェルジュについて 

【報告者】 坂本 覚 

 

１）説明内容 

☆ くるめ暮らし 子育てファミリーが便利に安心してくらせるまち ☆ 

①通勤・通学が便利 

□鉄道はＪＲと西鉄が乗り入れ、路線バスは市内全域を綱羅。 

②住宅を取得しやすい 

□持ち家率は５５％ 

□自然環境と都市部の魅力がほどよく共存し、ライフスタイルに合わせた 

住環境を実現 

③充実した医療環境 

□人口１０万人あたりの医師数は全国の政令市・中核市で１位 

④豊かな教育環境 

□国立・県立・私立校、特色ある教育活動を行う私立の中学・高校・大学 

など学びの場が豊富で東京大学・京都大学・国公立大医学科への合格率 

は県内１位 

⑤その他 

□ポテンシャルランキング全国１００都市中５位 

 

２）質疑応答 

北広島市 （問） ・空き家対策について具体的にどのような対策計画を行っているのか。 

久留米市 （答） ・①空き家相談会②空き家情報バンク③空き家相談事業 

          ④啓発チラシ事業⑤空き家活用リホーム助成事業 

          ⑥地域提案型空き家活用事業⑦空き家活用ＤＩＹ体験 

          等、７つの空き家活用施策を行っている。 

北広島市 （問） ・転入ファミリー定住奨励補助金のこれまでの効果。また 

          いつ頃まで取り組む予定としているのか。 

久留米市 （答） ・平成２８年をピークに人口は減少傾向にある。また転入 

          転出も同じ傾向にはある。定住奨励補助金については、 

          当面取り組んでいく方向である。 



北広島市 （問） ・移住定住促進センター及び移住コンシェルジュの配置 

          による移住促進効果は 

久留米市 （答） ・久留米市東京事務所へ平成２８年７月にコンシェルジュ 

          を配置し関係窓口との最新情報を共有し移住希望者の 

          相談に応じた必要な情報提供を行っている。 

          年間６００件程相談されている。効果としては、転入数 

          に限っては微増ではあるが成果がみられる。 

 

３）所  感 

 

・北広島市の課題である定住促進。特に団地地区における空き家活用についてまだまだ広く

周知していく必要がある。例えば専門的な相談窓口による官民連携のもと、「久留米市シテ

ィープロモーション実行委員会」において久留米市の魅力発信に努めている。実行委員会は、

（商工会、観光、農業、文化、健康福祉 

子育て、交通、スポーツ、行政の各分野で構成）多くの分野において関わっている。本市と

しましては今後、「周知・啓発」等をしっかりと行い、北広島市の魅力発信をし、各分野に

おける施策との相乗効果を図っていき、「移住・定住」につなげていかなければならい。北

広島市を定住の候補地としてもらうためのきっかけづくりが重要である。又、子育てファミ

リーと共に高齢者が安心して暮らせるまちづくりにも、観点を置き全ての年齢層が住みよい

まちとして取り組みＰＲしていくことが望ましいと改めて実感した。 



令 和 元 年 度 

総務常任委員会 行政視察報告書 
 

【視察先】 福岡県筑後市（市役所庁舎 会議室） 

【視察日時】 令和元年１１月７日（木） １４時から１６時 

【視察内容】 福岡ソフトバンクホークスとの連携事業について 

【対応者】 筑後市商工観光課課長 井上浩二 

【報告者】 藤田 豊 

 

１ 説明内容 

福岡ソフトバンクホークスとの連携事業について。 

筑後市が 福岡ソフトバンクホークスのファーム誘致に至る経緯、「筑後七国」とＨＡＷＫ

Ｓとの連携協定締結の経緯、包括連携協定事業、効果と課題についての説明がありました。

説明後、球場施設を見学しました。 

 

２，質疑応答 

北広島市からの質問と答 

 

問 筑後市のほか周辺の４市２町で作る、筑後七国でホークスと「地域連携協定」を締結

した。七国で締結を結んだ理由と筑後市が他のまちに働きかけたのか。 

 

答 もともと、九州新幹線駅設置促進期成会の構成自治体だったため、ファーム誘致に関

する点については、候補地募集に対する立候補時点から七国自治体には打診をした。 

各自治体のメリットとして、筑後市単独で誘致に成功しても、ＨＡＷＫＳが持つ多大な波

及効果は筑後市だけでは受け止めきれないため、広域で連携して誘致することで、スタジ

アムの無い地域にも宿泊や観光などの経済効果が及ぶことが期待できることから、提携を

結んだ。 

 

問 北広島市では、２０２３年のボールパーク開業により地域が活性化することを期待し

ていますが、筑後市が地域の発展にどのような取り組みを行っているのか。 

また、観光客などをどのように呼び込んでいるのか。また、その効果は。 

 

答 ＨＡＷＫＳと地域包括連携協定を結び、６項目３２事業について、連携して取り組むこ

とを決めました。観光客の取り込みとしては、野球観戦をきっかけとした地域活性化、周辺

観光スポットや特産品、食のＰＲ・販売、観光・宿泊客の取り込みが課題であるとしていま

す。 



 

３ 所  感 

ファーム本拠地による集客効果を最大限に生かすため、市と球団、関係団体が力を合わせ、

様々な分野で地域に波及効果を及ぼす取り組みが重要との感想があり、北広島市も同じ状況

だとの認識に立ち、２０２３年の開業まで、議会としてどのように取り組むのか、参考にな

る視察でした。 



令 和 元 年 度 

総務常任委員会 行政視察報告書 
 

【視察先】 福岡県春日市（市役所会議室及び西鉄春日原駅周辺地域） 

【視察日時】 令和元年１１月８日（金） ９時～11時 

【視察内容】 西鉄天神大牟田線連続立体交差事業に伴う春日原駅周辺整備事業について 

【対応者】 春日市都市整備部道路管理課 課長 渡邉一雄 課長補佐 岩田秀昭 

【報告者】 山本 博己 

 

１ 説明内容 

  (1)西鉄天神大牟田線連続立体交差事業 

    西鉄天神大牟田線の春日原駅から大野城市の市も大利駅の間 3.3km うち春日市内 0.56km

を高架線化し、立体交差化により踏切による渋滞等の解消を図ることとした。 

    事業は昭和 60 年当時から構想されたが、平成 16 年に都市計画事業年認可取得、平成 22

年事業変更を経て事業が実施されている。完成は平成 34年 3月予定。 

(2)春日原駅周辺整備事業 

    立体交差化に併せて、線路で分断されていた駅周辺を整備し総合的なまちづくりを行う事

業で、立体交差構想が出た当時から構想はされていたが、平成 14 年に都市計画事業認可を

取得して事業が開始され、平成 15年に関係地権者等により再開発準備組合(以下「組合」と

いう)が設立された。 

    その後、何度かの事業変更が行われたが、経済状況の悪化により採算が取れないこと等に

より、組合員の理解を得ることができず、平成 22 年、春日市として再開発断念を決定し、

組合も解散した。平成 23年に都市計画事業変更が認可。 

周辺再開発は行わないことになったが、街路事業として駅前に若干の空間スペースを設け、

多目的に使える広場を整備することとし、また、効果駅内のスペースの活用を検討している。 

２ 質疑応答 

  ①コンパクトシティ計画は 

   →町全体がコンパクトな中に町が集約されたいるので、計画としては入れていない。 

② 防災面強化という効果については 

→駅前再開発事業ではなくなったこと、市が活用できるスペースが小さく、特段の防災機能

というものはないが、駅前広場が避難スペースとして活用できる。 

  ③駅周辺整備に向けた機能強化のプランニングは   →特にない。 

３ 視察 

西鉄天神大牟田線春日原駅の高架化工事の進捗状況、駅前広場整備予定地の現状について視察。 

４ 所感 

  ① 当該再開発事業は事業の実施までに非常に長期間かかっており、その間に経済状況などが

変化し、事業そのものが変更、さらには断念せざるを得ない状況が生まれている。 

当初計画において、住民合意などの進め方をしっかり行っていく必要がある。 

② 再開発事業が断念されていることから、駅周辺の総合的なまちづくりの内容について聞く

ことはできず、当市の参考とすることはできなかった。 



【行政視察 写真】 

久留米市                  

 

筑後市                   筑後市（現地視察） 

 

春日市 

 
                      


